
令 和 ８ 年 度

奥多摩町下水道事業会計予算書
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議案第 ３６　号

   （ 総則 ）

第１条 令和８年度奥多摩町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

   （ 業務の予定量 ）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　計画人口 14,960 人

（２）  年間処理水量 474,137 ㎥

（３）  一日平均処理水量 1,300 ㎥

（４）  主な建設改良事業

処理場電気機械更新整備委託 77,088 千円

令和８年度奥多摩町下水道事業会計予算
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   （ 収益的収入及び支出 ）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおり定める。 

   第１款   下水道事業収益 796,221 千円

      第１項  営業収益 88,056 千円

      第２項  営業外収益 708,165 千円

   第１款   下水道事業費用 610,312 千円

      第１項  営業費用 550,283 千円

      第２項  営業外費用 59,029 千円

      第３項  特別損失 0 千円

      第４項  予備費 1,000 千円

   （ 資本的収入及び支出 ）

第４条

   第１款   資本的収入 154,950 千円

      第１項  企業債 0 千円

      第２項  他会計補助金 0 千円

      第３項  補助金 393 千円

      第４項  負担金等 154,557 千円

   第１款   資本的支出 480,527 千円

      第１項  建設改良費 283,578 千円

      第２項  企業債償還金 196,949 千円

収　　入

支　　出

収　　入

支　　出

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおり定める。（資本的収入額が資本的支出額に不足する額

  325,577千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額11,674千円及び過年度分及び当年度分

　損益勘定留保資金140,273千円及び当年度利益剰余金処分額173,630千円で補てんするものとする。）
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   （ 一時借入金 ）

第５条 一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

   （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり定める。

（１）営業費用と営業外費用との間の流用

   （ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ）

第７条

   その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費   21,983 千円

   （ 他会計からの補助金 ）

第８条 下水道事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、187,994千円である。

   （ 利益剰余金の処分 ）

第９条 当年度利益剰余金のうち173,630千円は以下のとおり処分するものと定める。

（１）減債積立金

令和　８年　２月２７日   提出

   奥多摩町長　　　師　岡　 伸　公

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

4



〇　予算実施計画 6 ページ

〇　予定キャッシュ・フロー計算書 14 ページ

〇　注記 15 ページ

〇　給与費明細書 17 ページ

〇　予定貸借対照表 24 ページ

〇　予定損益計算書（前年度事業） 28 ページ

〇　予定貸借対照表（前年度事業） 29 ページ

令和８年度奥多摩町下水道事業会計の予算に関する説明書

5



（単位：千円）

金            額

1
下水道事業 
収益

796,221 644,258 151,963

1 営業収益 88,056 78,437 9,619

1 55,000 61,000 △ 6,000 1 55,000 下水道使用料(小河内処理区） 3,000

2 1,920 2,401 △ 481 1 1,920 浄化槽使用料 1,920

3 31,136 15,036 16,100 2 31,136 共用施設維持管理費丹波山村負担金 31,075

2 営業外収益 708,165 565,821 142,344

1
受取利息及 
び配当金

680 10 670 1
受取利息及 
び配当金

680 預金利息 680

2
他会計補助 
金

187,994 183,116 4,878 1
他会計補助 
金

187,994 一般会計補助金 187,994

3 補助金 310,743 179,587 131,156 2 都補助金 310,743 公共施設調整交付金 310,743

4
長期前受金 
戻入

153,245 149,022 4,223 1
長期前受金 
戻入

153,245 長期前受金戻入益 153,245

6
他会計負担 
金

55,503 52,199 3,304 1
他会計負担 
金

55,503 一般会計負担金 55,503

7 雑収益 0 1,887 △ 1,887 1 雑収益 0

下水道使用 
料

下水道使用 
料

下水道使用料(奥多摩処理区) 52,000

浄化槽使用 
料

浄化槽使用 
料

その他営業 
収益

下水道工事店指定申請等手数料 61

その他営業 
収益

令和８年度　奥多摩町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

説            明
区            分
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（単位：千円）

金            額

1
下水道事業 
費用

610,312 593,395 16,917

1 営業費用 550,283 528,709 21,574

1 管渠費 105,804 115,314 △ 9,510 2 給料 3,707 給料 3,707

3 手当 4,126 扶養手当 312

地域手当 644

通勤手当 167

超過勤務手当 640

期末勤勉手当 1,361

児童手当 360

退職手当組合負担金 642

4 653 賞与引当金繰入額 653

5 法定福利費 1,343 共済組合負担金 1,324

公務災害負担金 11

互助組合負担金 8

8 旅費 20 普通旅費 20

11 備消品費 1,000 備消品費 1,000

12 燃料費 163 自動車燃料代 163

13 光熱水費 20,000 MP・GP電気料 20,000

17 委託料 28,165

下水輸送管渠施設維持管理業務委託（奥多摩 
処理区）

12,738

MP監視通報システム保守委託（奥多摩処理区） 1,887

MP維持管理計画策定業務委託（奥多摩処理区） 1,000

賞与引当金 
繰入額

下水輸送管渠施設維持管理業務委託（小河内 
処理区）

12,540

支　　　出

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

説            明
区            分
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（単位：千円）

金            額

(1) (1) (営業費用) (1) (管渠費) 19 賃借料 348 ポンプ制御盤共架料 3

車両賃借料 344

20 工事請負費 38,000 下水道管渠施設等補修工事（小河内処理区） 2,000

マンホール蓋嵩高調整工事（小河内処理区） 4,000

下水道管渠施設等補修工事（奥多摩処理区） 2,000

マンホール蓋嵩高調整工事（奥多摩処理区） 30,000

21 修繕費 8,050 MP・GP等修繕（小河内処理区） 3,000

MP・GP等修繕（奥多摩処理区） 5,000

車両修繕（奥多摩処理区） 50

34 負担金 168 青梅処理分区維持管理負担金 168

36 保険料 61 下水道施設賠償保険料（小河内処理区） 12

下水道施設賠償保険料（奥多摩処理区） 34

自動車損害共済保険料 15

2 処理場費 84,248 50,451 33,797 2 給料 4,644 給料 4,644

3 手当 4,673 扶養手当 312

地域手当 793

通勤手当 141

超過勤務手当 730

期末勤勉手当 1,653

児童手当 240

退職手当組合負担金 804

4 827 賞与引当金繰入額 827

5 法定福利費 1,964 共済組合負担金 1,941

公務災害負担金 15

互助組合負担金 8

8 旅費 20 普通旅費 20

11 備消品費 3,600 備消品費 3,600

賞与引当金 
繰入額

(下水道事業
費用)

下水道管橋梁添架占用料 1

比較
節

説            明

支　　　出

区            分
款 項 目

本年度
予定額

前年度
予定額
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（単位：千円）

金            額

(1) (1) (営業費用) (2) (処理場費) 12 燃料費 138 自動車燃料代 126

13 光熱水費 7,448 光熱水費 7,448

15 通信運搬費 1,200 電話等回線料 1,200

17 委託料 56,798 施設維持管理業務委託 20,295

水質検査委託 2,980

汚泥分析委託 212

自家用電気工作物管理委託 278

消防設備保守点検委託 33

耐震診断調査業務委託 33,000

19 賃借料 647 処理場用地借地料 6

車両賃借料 641

21 修繕費 2,100 処理場等修繕 2,100

36 保険料 189 自動車損害共済保険料 37

建物災害共済保険料 152

3 浄化槽費 25,001 26,044 △ 1,043 11 備消品費 100 備消品費 100

17 委託料 9,897 浄化槽保守点検委託 9,897

18 手数料 11,984 口座振替手数料 10

法定検査手数料 1,984

浄化槽清掃料 9,240

使用水量確認手数料 450

部品交換等手数料 300

21 修繕費 3,000 浄化槽修繕 3,000

34 負担金 20 東京都浄化槽推進市町村協議会負担金 20

4 28,338 22,128 6,210 1 負担金 28,338 流域下水道維持管理負担金 28,097

5 業務費 7,776 6,611 1,165 17 委託料 7,776 下水道使用料徴収経費事務委託 7,776

6 総係費 5,598 19,148 △ 13,550 1 報酬 46 下水道事業運営委員報酬 46

比較
節

説            明
区            分

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

(下水道事業
費用)

発電機燃料代 12

水質検査業務共同実施負担金 241

流域下水道 
管理運営費 
負担金

支　　　出
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（単位：千円）

金            額

(1) (1) (営業費用) (6) (総係費) 8 旅費 2 下水道事業運営委員費用弁償 2

17 委託料 3,366 公営企業会計運用支援業務委託 2,816

消費税確定申告業務委託 550

18 手数料 66 口座振込手数料 66

19 賃借料 1,331 公営企業会計システム使用料 1,331

34 負担金 108 日本下水道協会会費 60

東京都多摩地区下水道事業積算施工適正化
委員会負担金

20

全国町村下水道推進協議会東京都支部負担金 20

東京都下水道協会会費 8

37
貸倒引当金 
繰入額

550 貸倒引当金繰入額 550

7 減価償却費 293,518 289,013 4,505 1 276,580 有形固定資産減価償却費 276,580

2 16,938 無形固定資産減価償却費 16,938

2 営業外費用 59,029 63,686 △ 4,657

1 27,406 30,296 △ 2,890 1 企業債利息 27,406 公共下水道事業債（小河内処理区） 1,153

浄化槽事業債 820

流域下水道事業債 8,109

2 31,623 33,390 △ 1,767 1 31,623 支払消費税 31,623

前年度
予定額

比較
節

説            明
区            分

款

備消品費 129

有形固定資 
産減価償却 
費

無形固定資
産減価償却
費

支払利息及 
び企業債取 
扱諸費 公共下水道事業債（奥多摩処理区） 17,324

消費税及び 
地方消費税

消費税及び 
地方消費税

(下水道事業
費用)

備消品費11 129

項 目
本年度
予定額

支　　　出
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（単位：千円）

金            額

(1)
(下水道事業
費用)

3 特別損失 0 0 0

4
その他特別 
損失

0 0 0 1
その他特別 
損失

0

4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0 1 予備費 1,000 予備費 1,000

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

支　　　出

説            明
区            分
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（単位：千円）

金            額

1 資本的収入 154,950 144,090 10,860

1 企業債 0 0 0

1 企業債 0 0 0 1 0

2
他会計補助 
金

0 0 0

1
他会計補助 
金

0 0 0 1
他会計補助 
金

0

3 補助金 393 393 0

1 国庫補助金 294 294 0 1 国庫補助金 294 浄化槽循環型社会形成推進交付金 294

2 都補助金 99 99 0 1 都補助金 99 合併処理浄化槽整備事業補助金 99

4 負担金等 154,557 143,697 10,860

1 154,557 143,697 10,860 1 154,557 一般会計負担金 154,557

建設改良事
業企業債

他会計負担 
金

他会計負担 
金

資本的収入及び支出

収　　　入

比較
節

説            明
区            分

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予定額
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（単位：千円）

金            額

1 資本的支出 480,527 338,151 142,376

1 建設改良費 283,578 101,510 182,068

1 47,000 11,200 35,800 20 工事請負費 46,800 公共マス設置工事（小河内処理区） 3,500

大丹波地内下水道布設替工事（奥多摩処理区）

丹三郎地内下水道整備工事（奥多摩処理区）

松葉穴沢線橋梁下水道添架工事（奥多摩処理区）

34 負担金 200 国・都道掘削復旧監督事務費負担金（小河内処理区） 100

国・都道掘削復旧監督事務費負担金（奥多摩処理区） 100

2 211,178 66,990 144,188 17 委託料 77,088 処理場電気機械更新整備委託 77,088

3 17,050 19,030 △ 1,980 17 委託料 550 浄化槽実施設計委託 550

浄化槽更新工事 13,200

4 8,350 4,290 4,060 1 負担金 8,350 多摩川上流流域下水道建設負担金 6,909

2 196,949 236,641 △ 39,692

1 196,949 236,641 △ 39,692 1 196,949 公共下水道事業債（小河内処理区） 36,525

浄化槽事業債 3,156

流域下水道事業債 29,169

企業債償還 
金

3,300

流域下水道 
建設負担金

多摩川上流流域下水道改良負担金 1,441

建設改良等
企業債償還
金

建設改良等 
企業債償還 
金 公共下水道事業債（奥多摩処理区） 128,099

浄化槽建設 
改良費

20 工事請負費 16,500 浄化槽新設工事

管路建設改 
良費

公共マス設置工事（奥多摩処理区） 8,000

処理場建設 
改良費

工事請負費20 134,090 処理場受変電設備更新工事 134,090

節
説            明

区            分
款 項 目

本年度
予定額

前年度
予定額

比較

支　　　出
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１．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 183,524,000

減価償却費 293,518,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 550,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 110,000

長期前受金戻入額 △153,245,000

受取利息及び配当金 △680,000

支払利息 27,406,000

未収金の増減額（△は増加） △31

未払金の増減額（△は減少） 477

　　小　計 351,183,446

利息及び配当金の受取額 680,000

利息の支払額 △27,406,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 324,457,446

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △250,226,000

無形固定資産の取得による支出 △7,591,000

国庫(都)補助金等による収入 357,000

負担金等による収入 140,506,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △116,954,000

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

 企業債償還による支出 △196,949,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △196,949,000

資金増加額（又は減少額） 10,554,446

資金期首残高 86,298,523

資金期末残高 96,852,969

令和8年度奥多摩町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和8年4月1日から令和9年3月31日まで）
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Ⅰ 重要な会計方針

令和6年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

1 　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法　　定額法による。

・主な耐用年数

　建物 8 ～ 50年

　構築物 10 ～ 60年

　機械及び装置 10 ～ 20年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法　　定額法による。

・主な耐用年数

　施設利用権 45年

2 　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

（２）賞与引当金

（３）貸倒引当金

3 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額を、東京都市町村退職手当組合に積み立てているので、退職給付引当金は計上している。

　注　  記　

　職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込み額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　債権の不納欠損に備えるため、回収不能見込額を計上している。
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Ⅱ セグメント情報

1 　報告セグメントの概要

2 　報告セグメントごとの営業収益等

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

長期前受金戻入

減価償却費

特別利益

特別損失

Ⅲ その他

引当金の取り崩し

（１）賞与引当金の取崩し

当年度において、期末・勤勉手当として3,014千円を支給するため、賞与引当金1,370千円を取り崩した。

　本町下水道事業会計は、特定環境保全公共下水道事業及び特定地域生活排水処理事業（浄化槽事業）を運営しており、各事業で運営方針を決定している
ことから、特定環境保全公共下水道事業及び特定地域生活排水処理事業（浄化槽事業）の2つを報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

特定環境保全公共下水道事業 　町内の下水道処理区域における、し尿・生活排水等の処理

特定地域生活排水処理事業
（浄化槽事業）

　町内の浄化槽処理区域における、し尿・生活排水等の処理

項目 特定環境保全公共下水道事業
特定地域生活排水処理事業

（浄化槽事業）
合計

81,132,000 1,746,000 82,878,000

各項共通

0

0506,996,000 22,732,000 529,728,000

425,864,000 20,986,000 △446,850,0000

161,718,000 21,806,000 183,524,000

6,997,079,269 308,971,705 7,306,050,974

0

0

5,393,140,919 301,253,826 5,694,394,7450

0

0 0 398,054,000

0 0 293,518,000

398,054,000

293,518,000

00 153,245,000153,245,000

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

246,913,961 10,903,039 257,817,000

0 0 0

0 0 0

0

0
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合計

8,799

8,489

310

賞与引当金繰入 計

給　　与　　費　　明　　細　　書
１　総　括

（単位：千円）

区 分

職　員　数 給　与　費

法定福利費 合　　　　計 備　　　　考
特別職
　　（人）

8,799

一般職
　　（人）

報　　　酬 給　　　料 手当

本 年 度 9 2 46 8,351

前 年 度 9 2 105 7,889

1,480 18,676 3,307 21,983

8,489 1,370 17,853 2,936 20,789

（単位：千円）

比 較 0 0 △ 59 462 310

管理職
手当

110 823 371 1,194

職 員
手 当 等
の 内 訳

区　分
扶養
手当

地域
手当

住居
手当

比 較 120 93 0

児童
手当

本 年 度 624 1,437 0 0 1,370 308 0 0

超過
勤務手当

通勤
手当

特殊
勤務手当

宿日直
手当

期末
勤勉手当

退職手当
負担金

3,014 1,446 600

前 年 度 504 1,344 0 0 1,500 308 600

0

0 0 2,961 1,272

0△ 130 0 0 0 53 174
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区　　分 増 減 額

給　　料 462 給与改定に伴う増減分 284

3.60 ％

3.05 ％

2.17 ％

手　　当 310 制度改正に伴う増減分 45

その他 265 扶養手当 120 児童手当 0

住居手当 0 地域手当 93

超過勤務手当 △ 130 通勤手当 0

期末勤勉手当 8 退職手当負担金 174

２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　　　　　　　　　考

　給与改定の状況

８年度　給与改定率

７年度　給与改定率

昇給に伴う増加分 178
　平均昇給率

その他

支給率引上げによる増 　期・勤手当支給月数改正による影響額

　（4.85月→4.90月）

　

0
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（円） 347,950

（円） 446,575

（歳） 40

（円） 328,700

（円） 418,445

（歳） 39

高　校　卒

　（令和８年１月１日現在）

平均給与月額

３　給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 行政職（一） 行政職（二）

　　　（円） 　　　（円）

　（２）　初任給　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平均年齢

７年１月１日現在

平均給料月額

平均給与月額

８年１月１日現在

平均給料月額

平均年齢

行政職（一）　（円） 行政職（二）　（円）

国　　　　　　　の　　　　　　　制　　　　　　　度

大　学　卒 242,000
総合職　　　242,000

一般職　　　232,000

200,300 188,000 200,300 223,200

区　　　分
行政職（一） 行政職（二）
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職員数 構成比 職員数 構成比

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

      

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

            

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

８年１月１日現在 1 50.0       

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

1 50.0       

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

            

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

2 100    

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

      

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

            

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

７年１月１日現在 1 50.0       

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

1 50.0       

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

            

(   )人 (   ) ％ (   )人 (   ) ％

2 100.0       

3　級
1　級

（係　　長）

　（３）　級別職員数

区　　分
行　政　職　（一） 行　政　職　（二）

級 級

4　級 3　級

3　級
2　級

（課長補佐）

2　級

1　級

1　級

計 計

4　級 3　級

3　級
2　級

（課長補佐）

3　級
1　級

（係　　長）

2　級

１　級

計 計

（　）内は、短時間勤務職員

（級別の基準となる職務）

区　　　分 ４　級 ３　級 ２　級

行　政　職（一） 課長・主幹 課長補佐・係長・主査 主任 主事・技師
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行政職（一） 行政職（二）

（人） 2 2 　

（人） 2 2 　

昇給無 （人）

1号給 （人）

2号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人） 2 2

5号給 （人）

6号給 （人）

（％） 100.0 100.0

（人） 2 2 　

（人） 2 2

昇給無 （人）

1号給 （人）

2号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人） 2 2

5号給 （人）

6号給 （人）

（％） 100.0 100.0

　（４）　昇給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計

代　　表　　的　　な　　職　　種

本
　
　
年
　
　
度

職　  　 員　   　数　　（Ａ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

号　給　数　別　内　訳

比　　　率       （Ｂ）／（Ａ）

前
　
　
年
　
　
度

職　  　 員　   　数　　（Ａ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

号　給　数　別　内　訳

比　　　率       （Ｂ）／（Ａ）
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職制上の段階、

加　算　措　置

（2.60）

4.90

（2.55）

4.85

（2.45）

4.65

　（６）　定年退職及び応募認定退職（勧奨退職）に係る退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

２０年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度 額 その他の

　　　（月分） 　　　（月分） 　　　（月分） 加算措置等

定年前早期退職

（2%～20％加算）

定年前早期退職

（3%～45％加算）

備　　考

６月（月分） １２月（月分）

　（５）　期末手当・勤勉手当

区　　　　分

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支給率計（月分） 職務の等級による

本 　年 　度
（1.30） （1.30）

有
2.45 2.45

前　 年　 度
（1.275） （1.275）

有
2.425 2.425

国  の  制  度
（1.225） （1.225）

有
2.325 2.325

特　例　措　置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　）内は再任用職員の支給率

区　　　　分
２５年勤続の者

備    考
　　　（月分）

支  給  率  等 23.00 30.50 43.00 43.00

国  の  制  度

24.586875 33.27075 47.709 47.709 特　例　措　置

( 支 給 率 等 )
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支　給　対　象　地　域

支　　給　　率　（％）

支給対象職員数　（人）

国の指定に基づく支給率（％）

　（８）　その他の手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　子　　　　 13,000円 　　 （国　 13,000円）

最　高　　 　15,000円 　　 （国　 28,000円）

　（７）　地域手当

全　　地　　域

16.0

2

地域区分により

区                分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

16.0

 運賃相当額   150,000円 　最高額  （国150,000円  最高額）

同

住 居 手 当 異

通 勤 手 当 同

扶　　 養　　 手 　　当

23



      
１. 固    定    資    産

(1) 有  形  固  定  資  産 円 円 円 円

イ 土 地 34,196,271

ロ 建 物 112,719,561

減 価 償 却 累 計 額 △13,305,000 99,414,561

ハ 構 築 物 5,831,980,819

減 価 償 却 累 計 額 △ 466,131,000 5,365,849,819

ニ 機 械 及 び 装 置 1,571,739,312

減 価 償 却 累 計 額 △ 338,881,000 1,232,858,312

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ト リ ー ス 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

チ 建 設 仮 勘 定 7,889,109

リ そ の 他 有 形 固 定 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

有 形 固 定 資 産 合 計 6,740,208,072

資　　産   の   部

(令和9年3月31日)

令和8年度奥多摩町下水道事業会計予定貸借対照表
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(2) 無  形  固  定  資  産

イ 借 地 権 0

ロ 地 上 権 0

ハ 特 許 権 0

イ 施 設 利 用 権 465,584,933

ホ 電 話 加 入 権 0

ヘ ソ フ ト ウ ェ ア 0

ト リ ー ス 資 産 0

チ そ の 他 無 形 固 定 資 産 0

無 形 固 定 資 産 合 計 465,584,933

固 定 資 産 合 計 7,205,793,005

２. 流    動    資    産

(1) 現 金 預 金 96,852,969

(2) 未 収 金 5,174,000

(3) 貸 倒 引 当 金 △1,769,000 3,405,000

(4) 有 価 証 券 0

(5) 受 取 手 形 0

(6) 受 取 手 形 貸 倒 引 当 金 0

(7) 貯 蔵 品 0

(8) 短 期 貸 付 金 0

(9) 短 期 貸 付 金 貸 倒 引 当 金 0

(10) 前 払 金 0

(11) 前 払 費 用 0

(12) 未 収 収 益 0

(13) 未 収 収 益 貸 倒 引 当 金 0

(14) そ の 他 流 動 資 産 0

流 動 資 産 合 計 100,257,969

資 産 合 計 7,306,050,974
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３. 固    定    負    債

(1) 企 業 債

イ
建設改良等の財源に充てるため
の 企 業 債 1,547,299,437

ロ そ の 他 の 企 業 債 0

企 業 債 合 計 1,547,299,437

(2) 他 会 計 借 入 金 0

(3) リ ー ス 債 務 0

(4) 引 当 金 0

(5) そ の 他 固 定 負 債 0

固 定 負 債 合 計 1,547,299,437      
４. 流    動    負    債

(1) 一 時 借 入 金 0

(2) 企 業 債

イ
建設改良等の財源に充てるため
の 企 業 債 196,947,000

ロ そ の 他 の 企 業 債 0

企 業 債 合 計 196,947,000

(3) 他 会 計 借 入 金 0
(4) リ ー ス 債 務 0
(5) 未 払 金 88,342,000
(6) 未 払 費 用 0

(7) 前 受 金 0

(8) 前 受 収 益 0
(9) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 1,480,000
ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 0

引 当 金 合 計 1,480,000

(10) そ の 他 流 動 負 債 0
流 動 負 債 合 計 286,769,000      

５. 繰    延    収    益

(1) 長 期 前 受 金 4,309,018,308

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △448,692,000
繰 延 収 益 合 計 3,860,326,308

負 債 合 計 5,694,394,745

負   債   の   部
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６. 資    本    金 1,311,374,958

７. 剰    余    金

(1) 資  本  剰  余  金

イ 再 評 価 積 立 金 0

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 0

ハ 寄 附 金 0

ニ 国 庫 補 助 金 16,400,000

ホ 都 補 助 金 8,860,000

へ 他 会 計 補 助 金 8,936,271

資 本 剰 余 金 合 計 34,196,271

(2) 利　益　剰　余　金

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 建 設 改 良 積 立 金 0

ハ 利 益 積 立 金 0

ニ そ の 他 積 立 金 0

ホ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 266,085,000

 利 益 剰 余 金 合 計 266,085,000

剰 余 金 合 計 300,281,271

資 本 合 計 1,611,656,229

負 債 資 本 合 計 7,306,050,974

資   本   の   部
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令和7年度奥多摩町下水道事業会計予定損益計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
      （単位：円）

１. 営  業  収  益
(1) 下 水 道 使 用 料 55,456,000
(2) 浄 化 槽 使 用 料 2,183,000
(3) そ の 他 営 業 収 益 15,033,000 72,672,000

２. 営  業  費  用
(1) 管 渠 費 105,176,000
(2) 処 理 場 費 46,239,000
(3) 浄 化 槽 費 21,862,000
(4) 流 域 下 水 道 管 理 運 営 費 負 担 金 20,117,000
(5) 業 務 費 6,611,000
(6) 総 係 費 17,486,000
(7) 減 価 償 却 費 289,013,000 506,504,000

営 業 損 失 433,832,000

３. 営  業  外  収  益
(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,000
(2) 他 会 計 負 担 金 52,199,000
(3) 他 会 計 補 助 金 183,116,000
(4) 補 助 金 179,587,000
（5） 長 期 前 受 金 戻 入 149,022,000
（6） 雑 収 益 1,887,000 565,821,000

４. 営  業  外  費  用
(1) 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 30,296,000
(2) 雑 支 出 19,132,000 49,428,000 516,393,000

経 常 利 益 82,561,000

５. 特  別  損  失
(1) そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

当 年 度 純 利 益 82,561,000
当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 82,561,000
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１. 固    定    資    産

(1) 有  形  固  定  資  産 円 円 円 円

イ 土 地 34,196,271

ロ 建 物 112,719,561

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,870,000 103,849,561

ハ 構 築 物 5,789,234,819

減 価 償 却 累 計 額 △ 310,537,000 5,478,697,819

ニ 機 械 及 び 装 置 1,364,259,312

減 価 償 却 累 計 額 △ 222,330,000 1,141,929,312

ホ 建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ト リ ー ス 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

チ 建 設 仮 勘 定 7,889,109

リ そ の 他 有 形 固 定 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

有 形 固 定 資 産 合 計 6,766,562,072

令和7年度奥多摩町下水道事業会計予定貸借対照表

(令和8年3月31日)

資　　産   の   部
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(2) 無  形  固  定  資  産

イ 借 地 権 0

ロ 地 上 権 0

ハ 特 許 権 0

ニ 施 設 利 用 権 474,931,933

ホ 電 話 加 入 権 0

ヘ ソ フ ト ウ ェ ア 0

ト リ ー ス 資 産 0

チ そ の 他 無 形 固 定 資 産 0

無 形 固 定 資 産 合 計 474,931,933

固 定 資 産 合 計 7,241,494,005

２. 流    動    資    産

(1) 現 金 預 金 86,298,523

(2) 未 収 金 5,173,969

(3) 貸 倒 引 当 金 △ 1,219,000 3,954,969

(4) 有 価 証 券 0

(5) 受 取 手 形 0

(6) 受 取 手 形 貸 倒 引 当 金 0

(7) 貯 蔵 品 0

(8) 短 期 貸 付 金 0

(9) 短 期 貸 付 金 貸 倒 引 当 金 0

(10) 前 払 金 0

(11) 前 払 費 用 0

(12) 未 収 収 益 0

(13) 未 収 収 益 貸 倒 引 当 金 0

(14) そ の 他 流 動 資 産 0

流 動 資 産 合 計 90,253,492

資 産 合 計 7,331,747,497
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３. 固    定    負    債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債 1,744,247,852

ロ そ の 他 の 企 業 債 0

企 業 債 合 計 1,744,247,852

(2) 他 会 計 借 入 金 0

(3) リ ー ス 債 務 0

(4) 引 当 金 0

(5) そ の 他 固 定 負 債 0

固 定 負 債 合 計 1,744,247,852      
４. 流    動    負    債

(1) 一 時 借 入 金 0

(2) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債 196,947,585

ロ そ の 他 の 企 業 債 0
企 業 債 合 計 196,947,585

(3) 他 会 計 借 入 金 0
(4) リ ー ス 債 務 0
(5) 未 払 金 88,341,523
(6) 未 払 費 用 0

(7) 前 受 金 0

(8) 前 受 収 益 0
(9) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 1,370,000
ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 0

引 当 金 合 計 1,370,000

(10) そ の 他 流 動 負 債 0
流 動 負 債 合 計 286,659,108      

５. 繰    延    収    益
(1) 長 期 前 受 金 4,168,155,308

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △295,447,000
繰 延 収 益 合 計 3,872,708,308
負 債 合 計 5,903,615,268

負   債   の   部
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６. 資    本    金 1,311,374,958

７. 剰    余    金

(1) 資  本  剰  余  金

イ 再 評 価 積 立 金 0

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 0

ハ 寄 附 金 0

ニ 国 庫 補 助 金 16,400,000

ホ 都 補 助 金 8,860,000

へ 他 会 計 補 助 金 8,936,271

資 本 剰 余 金 合 計 34,196,271

(2) 利　益　剰　余　金

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 建 設 改 良 積 立 金 0

ハ 利 益 積 立 金 0

ニ そ の 他 積 立 金 0

ホ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 82,561,000

 利 益 剰 余 金 合 計 82,561,000

剰 余 金 合 計 116,757,271

資 本 合 計 1,428,132,229

負 債 資 本 合 計 7,331,747,497

資   本   の   部
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